
第6次3か年実施計画要求シート 別紙１

章 節 項 細 款 項 目 事

)

内容 ① ② ③

)

内容 ① ② ③

①

②

③

№ №

1 千円 6

2 千円 7

3 8

4 9

5 10

財源の名称

0

単位

補助率

集約都市形成支援事業 1/2

4,204

千円

千円

千円

国補助

県補助

区分

3,146

事業費

H32年度

要求額 計画額

8,037

3,833千円

千円

千円

財
源
内
訳

0

H31年度

計画額

茂原市立地適正化計画の策定（基礎調査：人口、交通動向、都市構造の分析など）

②

公共施設管理者

①

立地適正化計画策定業務委託

H32H31

○

実施年度

(

事務事業を構成する個別取組

⑥

市債

その他

一般財源

対象

⑦

⑧

⑤

開発事業者

茂原市立地適正化計画の策定（まちづくり方針の検討、誘導区域の設定、会議支援など）

茂原市立地適正化計画の策定（目標値の設定、計画案の作成など）

3,146

№ 内容

要求額

6,292

事業名

基本計画 予算科目 実施計画整理番号

事業名

活動内容(目標を達成するため何を行うか)

事務事業の概要

事業目標(【だれ・何】を【どういう状態】にするか)

4010102

総合戦略整理番号
4 1 1 2 立地適正化計画策定事業 7 3 1 2 都市計画事務費

③

④

個別取組に係る費用で積算の基礎となるもの及びその数値

立地適正化計画の策定

⑩

17,534

⑨

○

市民会議運営費 370

内 容 数 値 内 容 数 値

急速な人口減少と高齢化が進むなか、従来の「拡散型」のまちづく
りが続くと、一定の人口密度に支えられてきた医療、福祉、子育て
支援、商業等の生活サービスの提供が困難となる。さらに社会資
本の老朽化対策も求められていることから、市街地の更なる拡大
を抑制する「立地適正化計画」を策定する。また、計画策定により、
まちづくりに係る補助金のかさ上げ、重点的な予算配分が見込ま
れる。

本市の都市構造を分析し、生活サービス機能と居住を集約・誘導
することで、人口を集積するとともに、まちづくりと連携した公共交
通のネットワークを再構築する「コンパクトシティ+ネットワーク」の形
成に向けた取り組みを推進することにより、住民の生活利便性の
維持向上、サービス産業の生産性向上による地域の活性化、行政
サービスの効率化による行政コストの削減を図る。

活動指標 成果指標
基礎調査と分析による課題の抽出及び、課題解決策
のための施策・方針作成

基本方針の作成、居住誘導区域及び都市機能誘導
区域の設定、目標値（人口密度等）の設定

法令
計画等
名称

立地適正化計画制度

態様

(

形態

実施
根拠

市民

個人・世帯 団体(民間) 団体(公共) 内部管理 その他

全部委託 一部委託 直営 負担金・交付金 その他

義務
有 無

任意

継続

新規



別紙１　付表

節 金額

13 6,292

6,292事業費計

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

茂原市立地適正
化計画の策定（目
標値の設定、計画
案の作成など）

②

茂原市立地適正
化計画の策定（ま
ちづくり方針の検
討、誘導区域の設
定、会議支援な
ど）

H31
事業費

費用の節別内訳
説明及び積算等の基礎

内容

6,292

立地適正化計画策定業務委託 委託料5,720千円×1.1＝6,292千円

個別取組の内容№

①

茂原市立地適正
化計画の策定（基
礎調査：人口、交
通動向、都市構造
の分析など）



別紙１　付表

事業費計

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

茂原市立地適正
化計画の策定（目
標値の設定、計画
案の作成など）

②

茂原市立地適正
化計画の策定（ま
ちづくり方針の検
討、誘導区域の設
定、会議支援な
ど）

個別取組の内容№

①

茂原市立地適正
化計画の策定（基
礎調査：人口、交
通動向、都市構造
の分析など）

節 金額

13 7,667

1 362

11 8

8,037

H32
事業費

費用の節別内訳
説明及び積算等の基礎

内容

8,037

立地適正化計画策定業務委託 委託料6,970千円×1.1＝7,667千円

計画策定市民委員会 委員長7,600円×1人×5回　委員7,200円×9人×5回

お茶代 150円×10本×5回


